
事 務 連 絡 

令和８年 10月９日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 社会福祉施設等施設整備費所管課 御中 

  中 核 市 （障害福祉施設及び保護施設等） 

 

 

厚生労働省社会・援護局   

障害保健福祉部障害福祉課  

保 護 課 

 

 

令和８年度社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係る 

追加協議等について 

 

 

 標記の国庫補助金に係る協議については、別添の事項に留意の上、別紙「社会福

祉施設等整備計画協議要綱」により、都道府県、指定都市及び中核市における施設

整備計画協議書等を各地方厚生（支）局宛提出されたい。（提出日は、別途地方厚

生（支）局から指示がある。） 

なお、女性相談支援センター一時保護所及び女性自立支援施設の整備事業につい

ては、本事務連絡に拠らず、別途通知することを申し添える。 

 

 本協議に当たっては、近年の頻発化する自然災害から利用者の安心・安全を守

り、被災時にも最低限のサービスを提供し続けられるよう、平時からの災害対応体

制の整備が重要であり、障害者支援施設等は BCP に基づく実効性のある災害対策を

講じることが必要である。特に「非常用自家発電設備」については、停電時におけ

る利用者の安全確保及びサービス提供の継続に有効な設備であることを踏まえ、そ

の整備を積極的に推進し、当該補助金を活用されたい。 

 

（参考）業務継続ガイドライン https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html  

 

 なお、非常用自家発電設備の整備をはじめとした国土強靱化に資する取組を実施

する事業については、事業の必要性や緊急性等を総合的に勘案した上で、優先的に

採択を行う予定である。 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html

